
指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

Ⅰ ふくしまの雇用・起業創出プロジェクト

①企業誘致等による雇用創出　（医療関連産業の更なる集積、本社機能の移転促進　等）

1
医療関連産業高
度人材育成事業

医療関連産
業集積推進
室

　今後も医療関連産業
の企業立地の取組が進
められることから、新た
な雇用確保策として、県
内医工系大学等の学生
を対象に、セミナー、医
療現場体験、医療関連
企業へのインターンシッ
プ等からなるプログラム
を実施することにより、
高度技術者を養成す
る。

26,233

大学３年生及び修士１年生
の受講者数に対する、県内
進学者、県内に事業所を有
する企業への就職者並びに
県内での起業者の割合
（％）〔累計〕

50% 60％

※H28年度受
講生で修士１年
生５名中３名県
内企業等に就職

A
（120%）

須貝
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　H29年度の各種施策が功を奏し
目標値をクリアーしたものと推察す
る。今後の更なる効果を期待する
には、施した各施策が有効であっ
た点、改善を有する点を整理明確
にした上での、実施計画が必要。

髙橋
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　高度人材養成事業として大いに
期待できる。高度技術者の育成は
不可欠であることから事業内容の
充実を図った継続に期待。

【継続】
　プログラム参加者並びに県内協力企業の
幅広い確保に向け、県内外理工系学校や福
島県医療福祉機器産業協議会、本県のF
ターンインターンシップとの連携強化を図り、
県一丸となった人材育成事業を目指すことと
する。

2

東京オリ・パラ
で世界にアピー
ルする医療福祉
機器等開発推進
事業

医療関連産
業集積推進
室

　本県のリーディングプ
ロジェクトとして行ってい
る救急・災害医療関連
機器の開発等を行い、
また、東京オリンピック・
パラリンピックのイベント
等の様々な機会を活用
し、本県企業が開発した
救急・災害対応医療関
連機器を広く国内外に
アピールし、販売を促進
する。

54,097
開発補助を行った企業の事
業化数（件）〔累計〕 2件 0件

C
（0%）

石山
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　緊急医療の専門家が集結する取
組みは希有な取組みであり、現場
でこのような物があればというニー
ズの把握から開発にも繋がると思
われる。しかし、専門家でなくとも
機器の開発、耐性テストを経て事
業化までは時間を要し、尚かつ実
際に現場で採用されるまでは多く
のハードルがあることが想像され
る。行政予算の投資効果について
は未知数である。東京オリ・パラと
絡める必要性はなく、県として命を
救う産業には長期的に予算を投下
するという覚悟を県民にも示すべき
である。

金内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　一般に医療機器の開発から事業
化までは複数年度要するため,単
年度ではなく複数年度に渡る段階
的/継続的な支援が必要だと思う。

【継続】
　今後も救急災害対応・スポーツ医療福祉機
器へ開発支援を継続して実施することとす
る。
　また、ニッチな市場であることから、専門家
の意見・現場でのニーズ等を収集し、企業へ
反映していくとともに、効率的な事業化へ結
びつくよう採択企業へのフォローアップを行う
こととする。

3
地方拠点強化推
進事業

企業立地課

　企業の本社機能を移
転又は拡充することによ
り、東京への一極集中
を是正し、地方への新し
い人の流れをつくる。

8,771

本社機能移転又は拡充件数
①移転件数（件）〔単年度
計〕
②拡充件数（件）〔単年度
計〕

① 1件

② 3件

① 0件

② 2件
C

（平均33.3%）

加藤
委員

Ｄ：効果が
なかった。

　効果が出るよう今後も継続実施
が必要と判断される。

須貝
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　本事業の目的である東京への一
極集中是の到達目標、到達時期を
明確にして事業を進めるべき。そ
のロードマップ上での昨年度の到
達度合いを計測すべき。昨年度の
目標が未達に終わった要因と、こ
の結果が将来の到達目標達成へ
の影響度を把握し、PDCAを回すこ
とが必要。

【継続】
　引き続きヒアリング調査等を実施するととも
に、移転や拡充を検討する企業・業種を探索
し、戦略的に本社機能移転を促進することと
する。
　また制度の周知のため、平成３０年度税制
改正による要件緩和を反映させたパンフレッ
トを用い、企業のみならず業界団体等にも情
報提供していくこととする。

②起業促進等による雇用創出　（若年層・女性等の起業支援　リーダー的起業家の発掘・育成、空き家・空き店舗等の活用　等）

4

スタートアップ
ふくしま創造事
業

産業創出課

　ふくしまに心を寄せる
すべての人が起業しや
すい環境を醸成し、さら
に、起業家を発掘・育成
するとともに、起業家の
ネットワーク化を推進す
る等により、福島版「ベ
ンチャーエコシステム」
の創出を図る。
　また、さらなる成長を
目指す起業家の資金調
達を支援するため、クラ
ウドファンディングを活
用した支援を実施する。

70,591

①実践型起業家育成プログ
ラムでのビジネスプラン作
成数（件）〔単年度計〕

②リーダー的起業家誘致数
（名）〔単年度計〕

③ベンチャーアワード応募
数（名）〔単年度計〕

④創業補助金での起業数
（名）〔単年度計〕

⑤クラウドファンディング
活用支援者数（名）〔単年
度計〕

① 10件

② 2名

③ 40名

④ 12名

⑤ 20名

① 8件

② 2名

③ 38名

④ 11名

⑤ 21名

B
（平均94.3%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　KPI値の目標数については達成
値に近い数値となっている。しか
し、当事業が県内経済及び社会的
にどのようなインパクトを与えてい
るのかについては不明。山形県な
どでは大学と連携したベンチャー
企業の誘致などで成果を出してい
る。女性・若者向け補助金について
は額も少なく、ベンチャーというより
は自営業者としての独立サポートと
いう意味が強くなってしまうのでは
ないか。ベンチャーという意味、リ
スクや成長性を考え大胆な投資的
補助などが必要になると思われ
る。しかし、この分野は行政が苦手
としている部分であり民間企業の
目利きや人を見る目が必要とな
る。行政が得意とするインフラ整備
的な事業。インキュベーション施設
の充実等についてやれることはま
だまだあると思われる。

髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　起業させることがゴールではな
く、継続のフォローアップが重要。3
年後、5年後を見据えた支援プログ
ラムに期待。

【見直し】
　成長性のあるベンチャー企業を創出するた
めに、H30年度より大学発ベンチャーの発
掘・気運醸成に取り組む事業を立ち上げた。
アカデミアコンソーシアムふくしま（事務局：
福島大学）の組織力と、民間コンサル（リバ
ネス）の目利き力を生かして事業に取り組ん
でいるところ。
　また、起業した者を継続してフォローする体
制を築くことを目的として、県内各地の創業
支援機関のネットワークづくりや資質向上の
セミナーを開催するほか、当該機関に創業
補助金採択者のサポートを担わせることとし
たい。

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

5
里山オフィス立
地促進事業

企業立地課

　過疎・中山間地域への
サテライトオフィス等の
立地を促進するため、
福島での新しいワークス
タイルを発信するととも
に、新規立地する場合
の費用等に対して補助
する。

2,141
過疎・中山間地域へのサテ
ライトオフィス進出支援件
数（件）〔累計〕

3件 4件 A
（133%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　時流にあった事業であると思わ
れ、またKPI値も目標の倍以上達成
しており効果が高いように思われ
る。しかし、進出企業が地元にどの
ような効果を生み出しているかある
程度の期間をもって評価すること
が必要である。三島町にオフィスを
構えたIT企業は地元建設業界と連
携し、経済産業省の認定事業に取
り組むなど里山誘致企業が波及効
果を生み出している事例もある。地
域社会や地元経済界と誘致企業を
繋ぐ役割を基礎自治体や経済団体
には今後求められてくる。誘致企業
へのフォローアップ支援も含めて県
とが経済団体（商工会や中央会）連
携し進めていくことが重要である。

岡﨑
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　首都圏に隣接している福島県に
おいては、自然豊かな過疎・中山
間地域で創造的な仕事をしたいと
いう若い起業者を惹きつける要素
は大きい。
　その点を考慮すれば、首都圏に
おいてフリーランスで活躍している
ICT関連事業者にもっと情報提供す
る必要がある。
　フリーランス事業者の多くは地方
志向という点も見逃せない。

【継続】
　ICT関連企業誘致の実績を踏まえ、H30年8
月に地方創生推進交付金の採択を受けて、
情報発信事業及びICT企業のサテライトオ
フィス設置費用の補助により、県内全域にお
いてICT関連企業の誘致に積極的な市町村
と連携し、広くICT企業の誘致を図ることとし
た。
　さらに、平成31年度からは、会津大学との
連携による技術開発やICT人材の育成・定着
を図りたい。

③地域企業の競争力強化による雇用創出　（高度人材の招へい、製造業における高度人材育成、海外への販路拡大、客観的データに基づく企業支援　等）

6

福島県プロ
フェッショナル
人材戦略拠点事
業

経営金融課

　地域と企業の成長戦
略の実現のため、福島
県プロフェッショナル人
材戦略拠点を設置し、
県の各種事業と連携を
図りながら、専門的な技
術・知識を持つ「プロ
フェッショナル人材」のＵ
ＩＪターンを促進する。

67,794

①企業相談件数（件）〔単
年度計〕

②マッチング成約件数
（件）〔単年度計〕

① 300件

② 8件

① 208件

② 22件

A
（平均

172.2%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　マッチング件数は増加している
が、中小企業における人手不足の
意味合いも大きいのではないか。
労働市場が変化している中で人材
派遣、人材斡旋に近い事業となれ
ば民業圧迫の恐れも出てくるため
行政としてのポジショニングをはっ
きりさせることが必要。無料を前提
にするのであれば、中小零細企業
が前提となり大企業などにおける
経験がどのように活かせるか難し
い面もある。東京の中小企業でな
にかプロジェクトを実施した経験を
要する人材なども対象にしてはどう
か。

髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　マッチング成約件数の上昇から、
本事業が有効であることが認めら
れるが、成約したプロフェッショナ
ル人材の専門性が不明なため、プ
ロフェッショナルの定義が曖昧と感
じる。

【見直し】
　本事業は地域企業経営者の意識喚起・潜在成長
案件の掘り起こしを行い、プロ人材ニーズの明確
化・具体化を支援したうえで民間人材ビジネス事業
者に取り繋ぎ、マッチングを行っている。民間人材ビ
ジネス事業者側にとっては、地域企業のプロ人材
ニーズを効率良く情報収集できるメリットがある。本
事業は民間と協働した地方創生事業である。
　対象とするプロ人材は、必ずしも大企業出身でな
ければならないといった制限はなく、中小企業出身
でプロジェクトを実施した経験を保有するプロ人材も
対象としている。
　過去に成約したプロ人材の一例は以下のとおりで
あり、プロ人材の定義についても、それに準じた人
材を想定している。
・戦略的な事業展開のために新たな製品開発と販
売戦略・販売計画が策定でき、組織のリーダーとし
て新製品の開発、品質保証、品質管理等を経験して
いる人材
・新製品の立ち上げから量産までの技術対応、技術
革新が可能な経験者　など
　県内移住者と県外移住者のマッチング比率は、お
およそ半々である。
　今後は従来の取組に加えて、金融機関・大手企業
との連携を更に深めていくと共に、事業承継支援な
どにも裾野を広げていくこととしたい。

7
ハイテクプラザ
機器整備事業

産業創出課

　県内製造業の高度か
つ高機能な製品開発、
更には成長産業分野へ
新規参入を支援するた
め、電波暗室の高度化
改修工事を行う。

38,135

①利用企業の製品開発・改
良件数（件）〔単年度計〕

②利用企業の成長産業分野
参入企業数（件）〔単年度
計〕

① 0件

② 0件

① 9件

② 0件
A 須貝

委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　目標値０件に対して９件の改良が
あったとの事だが、目標値に対して
実績が上向いたことに対する分析
はあるのか。件数が目標達成だけ
でA評価は疑問。計画が杜撰。
○電波暗室改修工事
○ノイズ源探索装置導入
が福島県の産業発展にどのような
効果をもたらすかのフィージビリ
ティスタディは行っているのか。

髙橋
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　県内企業の負担軽減という視点
からは大変有効。今後は新規参入
のハードルを下げる支援に期待。

【終了】
　電波暗室高度化改修工事が完了したの
で、今後は当該施設の県内企業による利用
促進を図るとともに、有識者意見を踏まえ、
利用企業の新製品開発や製品改良、更には
成長産業分野への新規参入につながるよ
う、技術相談や開発支援等の充実強化を検
討する。

8
海外規制対応人
材育成事業

薬務課

　医療機器分野への新
規参入を目指す県内企
業の海外展開を促進す
るため、工場の責任技
術者や品質保証担当者
を対象に、海外規制が
習得でき、かつ相手国
からの工場査察に対応
できるスキルを身につけ
る人材育成セミナーを実
施する。

486

①セミナー実施回数（回）
〔単年度計〕

②セミナー受講者数（名）
〔単年度計〕

① 8回

② 400名

① 8回

② 256名

B
（平均82.0%）

金内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　医療機器の海外進出に際し,現地
薬事法の理解は必要不可欠であ
り、対象国・地域を順次拡大し、継
続的に取り組んでいくことが必要。

須貝
委員

Ｂ：有効で
ある。

　セミナー実施回数が目標値の８
回を達成したのは事務局による努
力の賜物と評価するが、参加人数
の予実の差が何を意味するか分析
が必要。また、セミナー開催の主た
る目的である「海外規制が習得で
き、かつ相手国からの工場査察に
対応できるスキル」習得について
の達成度合いの評価が必要

【見直し】
　ISO13485（医療機器の品質マネジメントに
関する国際規格）の改定に伴い、国内関係
法令が改正される予定であることから、セミ
ナーの内容をよりニーズの高いものに見直
し、現在実施している海外薬事規制に国内
規制に関する内容を加えることにより参加人
数を増やしたい。
　海外規制への対応状況の達成度合いにつ
いては、海外進出を果たした企業数により評
価する方向で検討する。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

9

ものづくり企業
海外展開支援事
業

商工総務課

　県、産業振興セン
ター、ジェトロや東邦銀
行が協力してタイと中国
で開催される商談会に
ブースを確保し、県内企
業の取引拡大の支援を
行う。
　また、TPP協定参加国
での展示会に出展する
県内企業を支援する。

4,642

①②商談会出展件数（社）
〔単年度計〕

③ＴＰＰ販路拡大支援（Ｔ
ＰＰ補助金）（社）〔単年
度計〕

①バンコク：
5社

②上海：7社

③ 10社

①バンコク：
6社

②上海：6社

③ 4社

B
（平均81.9%）

須貝
委員

Ｂ：有効で
ある。

　事業内容は取引拡大の支援なの
で、事業の有効性を示すKPIに成
約件数を入れるべき。KPIの目標値
をどこに定めるかは、本事業の地
方創生人口減少への効果度を検
証して定めるべき。

髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　中小企業にとって海外商談は経
費負担が大きいことから、本事業
活用で可能性拡大が見込める。
　成約見込みが今後の成約へと結
びつく支援体制や、事業継続によ
る事業者数増加に期待。

【継続】
　引き続き、産業振興センターや金融機関と
連携し、商談会等の支援に取り組む。県内
企業の海外展開・販路拡大に向けた商談や
ＰＲの機会をより多く創出するため、出展件
数等の達成を目指すとともに、中長期的な取
組として、関係機関と連携したアンケートや
個別訪問など、商談会後のフォローアップに
継続的に取り組み、県内企業の海外展開等
の促進を図ることとする。
　なお、ご指摘のあったＫＰＩについては、出
展件数に、商談件数を加えることとしたい。

10

地域創生・人口
減少対策本部事
業

復興・総合計
画課

　ふくしま創生総合戦略
の推進のため、その推
進体制を整備するととも
に、本県の地域創生を
担う人材を育成するた
め、地域経済分析シス
テムの普及促進、地域
創生フォーラム等による
取組の水平展開、首都
圏における効果的な情
報発信などに取り組む。

6,832
有識者会議等からの意見等
を反映した新規事業立案数
（件）〔単年度計〕

2件 2件 A
（100%）

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　有識者会議の開催を、福島市内
の会議室で開催するのでなく、県
内の現場をみながら現地で開催
し、意見交換できたことで、より具
体的な議論につながった。

日下
委員

Ｂ：有効で
ある。

　有識者会議での意見を踏まえ、
KPIを修正したのはよかったと思い
ます。

【見直し】
　H31年度はふくしま創生総合戦略の最終年
度となることから、県内の優良事例等につい
て現地視察等を交えなから収集し、情報発
信に努めるとともに、人口ビジョンや戦略の
見直しに向けた検討や、市町村戦略の策定
支援等についても検討していきたい。

11
産業活性化プロ
グラム

企業立地課

　ビッグデータを活用し
て、地域経済を牽引す
る地域中核企業と県内
企業との製品開発、人
材育成等の活動を活性
化することで、産業活性
化と「しごとづくり」を図
る。

31,891
商談成立件数（件）〔単年
度計〕

10件 3件

※商談中 9件

C
（30%）

金内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　複数の有力メーカーからアドバイ
ザーを起用することにより、地元企
業とのマッチングが県内外に広範
に実現したことが良かった。

須貝
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　添付事業の概要の冒頭に
「RESASのビッグデータを活用して
地域中核企業を抽出し・・」とあり、
昨年度は３カ年計画の２年経過時
点であるので「ビックデータ活用」に
よりどのような成果が得られそうな
のかの見通し、進捗状況の記述が
欲しい。

【継続】
　ビッグデータを活用した県内企業の取引状
況の把握により、より効率的なマッチングを
行い、商談会等による取引成立件数１０件以
上を目指すこととする。
　また、ビッグデータ等を活用して抽出された
地域中核企業への支援及び域内企業との
研究会等活動等などの連携体制構築支援
により、平成３０年度においては２地域での
研究会等活動、域内企業間連携による試作
品作成等の連携プロジェクトを２件実施予
定。
　引き続き、地域中核企業と域内企業との連
携体制構築等により、地域内経済活動の活
性化を図りたい。

12

チャレンジふく
しま成長分野産
業グローバル展
開事業

医療関連産
業集積推進
室

　医療関連産業の振興
を通じた地域経済の発
展を目指すため、本県
の取組や県内企業が有
する優れた技術を、広く
海外に向けて発信し、企
業の販路を開拓する。

63,952

①商談件数（製品紹介以
上）（件）〔単年度計〕

②海外進出支援件数（件）
〔単年度計〕

① 560件

② 14件

① 570件

② 14件

A
（平均

100.9%）

加藤
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　「地域への対日直接投資カンファ
レンス」が福島市で始まり、同事業
の第1弾として本県の医療関連集
積プロジェクトの取り組みが採択さ
れるなど成果が表れていると判断
する。今後も活動を推進してほし
い。

須貝
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　副知事訪独、覚書更新、新規覚
書締結、セミナー開催、医療展示
会出展等の結果、商談件数、海外
進出支援件数とも目標値達成は評
価できる。なお、最終目的は販路
開発拡大に向けての成果として成
約件数のKPIは公表してほしい。無
記名でも企業の了解は得られない
のでしょうか。

【継続】
　引き続き､県内企業の海外展示会出展支
援や企業間商談の支援を継続し、販路拡大
を促進していくこととする。
　成果指標としての成約件数公表について
は、秘密保持契約による制約もあるため出
展企業と相談しながら検討していくこととす
る。

13

開発型・提案型
企業転換総合支
援事業

産業創出課

　下請け中心の本県も
のづくり企業を創造的な
魅力ある開発型・提案
型企業へ転換し、本県
産業全体の企業力向上
と発展を目的として、新
商品の開発構想から製
品開発、事業化までの
開発サイクルの自立化
を支援するとともに、そ
れらを包括した戦略的
知的財産の一貫支援に
よる稼げる開発サイクル
を構築する。

35,685
支援企業の新商品開発件数
（件）〔累計〕

7件 7件 A
（100%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　開発件数などKPI値はクリアして
いるが、開発した製品の売上の予
定などが不明なので評価が難し
い。下請けからメーカーへの脱皮と
いうことはかなり以前から言われて
きたことであるが現実的には難しい
と思われる。総合的なアドバイザー
よりも例えば県内での製造品出荷
額などが多く、業界の再編、グロー
バル経済の影響を受けやすい電
気、電子部品の下請け企業などに
フォーカスした事業構築などが必
要。

金内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　開発型企業の発掘件数が,計画を
大幅に上回った点、及び、新商品
の開発件数増加に着実に結びつい
たことが良かった。
　今後は、新商品の開発が、売上
げの増加に着実に結びつくよう、販
路開拓・マッチングの支援も強化す
ると良いのではないか。

【継続】
　この活動は平成２５年度から続けており、
商品化・事業化まで至った企業から第二、第
三の商品が生まれるなど、開発型・提案型
企業への意識転換が着実に進んでいる。下
請け中心の企業が自社製品を持つというこ
とは、これまで意識していなかった市場を認
識することであり、それは企業のモチベー
ション向上や既存事業の売上増加にも影響
を与え、魅力的な企業への転換に繋がる。
　平成３１年度はこれまでの活動を継続する
中で、電気、電子部品の下請け企業への御
用聞き訪問件数を増やすことや、展示会へ
の出展を増やすことで販路開拓・マッチング
の支援を強化する方向で検討する。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

④成長が期待される産業の育成・集積　（ヘルスケア産業等の育成　等）

14
健康ビジネス創
出支援事業

医療関連産
業集積推進
室

　健康ビジネス創出に向
けた意識高揚や全国の
先駆的取組の県内企業
等への横展開を図るた
め、シンポジウムや商談
会を開催する。
　また、県内企業による
健康機器や健康食品等
の開発実証事業、健康
食品等の県内外のスー
パー等への販路開拓の
支援を行う。

10,595

①高齢者・要介護者向け食
品等開発数（件）〔単年度
計〕

②高齢者・要介護者向け食
品等の取扱を新規で始めた
施設・小売店舗数（件）
〔単年度計〕

① 6件

② 3件

① 1件

② 3件

C
（平均58.3%）

加藤
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　期初の計画は実施されるも、全体
的な盛り上がりに欠ける感がする。

西内
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　評価委員としてご指名を頂いた
が、全くイメージがつかめない。健
康ビジネスは、全国ネットで展開さ
れていて、ほとんどがネット通販で
購入できる。また、介護施設等はそ
の専門的な購入ルートがあるた
め、新たなビジネス創出の可能性
があるのか、疑わしい。

【継続】
　当事業を継続させ、健康ビジネス参入に関
する県内企業の気運醸成を図り、高齢者や
要介護者等向けの健康食品や健康機器等
の開発、販路拡大の促進を図るよう努めるこ
ととする。

15
航空宇宙産業集
積推進事業

企業立地課

　今後の成長が期待さ
れる航空宇宙産業に参
入していくのに必要とな
る認証規格の取得に向
けたセミナー等の開催
や企業訪問による指導
を通して、個別の企業ご
との方向性を踏まえた
参入支援を行い、産業
集積を推進していく。

74,106

①福島県航空・宇宙産業技
術研究会会員数（社）〔累
計〕

②認証（JISQ9100）取
得企業数（社）〔累計〕

① 54社

② 23社

① 55社

② 21社

※見込みの３社
は、審査機関都
合で、取得が平
成３１年度にず
れ込む。

B
（平均96.6%）

加藤
委員

Ｂ：有効で
ある。

　研究会会員数・認証取得企業数
が増加するよう講演会やシンポジ
ウムの参加拡大に努めてほしい。

須貝
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　目的である「新規参入」はゼロ件
で達成率は０％ではないか。
○エアロマート名古屋出展
○航空宇宙フェスタ開催
で新規参入の機会はあったのか。

【継続】
　航空宇宙関連産業については、参入障壁
が高く、短期間での新規参入は困難である
が、認証取得支援や研究会会員数増加支援
を継続的に行っていくことで、異業種からの
参入等を支援していくこととする。
　また、取引拡大に向けて実施した航空宇宙
フェスタ及びエアロマート名古屋では、商談
成立２件（継続商談中１３件）があり、効果的
であることから、引き続き、商談会開催や出
展支援により、取引拡大支援を図りたい。
　併せて、本県の企業間連携による多工程
受注の体制づくりにより本県企業のアピール
に努めていく。

4 / 14 ページ



指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅱ 「しごと」を支える若者の定着・環流プロジェクト 

①若年層の県外流出の抑制　（ICT人材の育成、インターンシップ等の強化、ものづくり産業を担う人材の育成・確保　等）

16
会津大学IT起業
家育成事業

私学・法人課

　会津大学において学
生を中心に、これまで以
上に多くの起業家輩出
を図るため、起業の成
功をサポートする取組を
実施し、新たなＩＴ起業家
や、地元ＩＴベンチャー企
業で活躍する人材を育
成する。

15,297
会津大学発ベンチャー新規
認定数（起業家人数）
（件）〔累計〕

19件 19件 A
（100%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　KPI値の会津大発ベンチャー認定
企業リストにはかなり以前に創業し
た企業もあり（累計）当事業の効果
とどのような関係性があるのか不
明。実績値として１件の新規及び在
学生の創業があることは評価でき
る。しかし、イノベーションが早いIT
分野において、常に最新の技術と
市場性に触れ、情報を提供していく
ことが必要であり行政では限界が
ある。また学生の中で起業を目指
す割合がどの程度いるのか実態把
握も必要であり。そのような観点か
ら内容を精査することが必要。業界
トップレベル講師による研修などが
内容として上げられているがどのよ
うな内容であったのか検証が必要
である。投資銀行的な役割を持つ
企業と連携し、コンサルティングと
資金調達の面からベンチャーを支
援する効果的な手法を構築するべ
き。

加藤
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　会津大学発ベンチャー確定企業
や在学生起業など成果が表れてい
ることは良い結果である。今後、機
会あれば県内他大学との連携も一
考に値するのではないか。

【見直し】
　「先端ＩＣＴ人材育成・実証・開発支援事業」
へ組換える。
　石山委員の評価を踏まえ、先端ICT分野に
おける起業に関心の高い部・サークル所属
の学生の志向・活動実態を把握し、関係教
員の指導の下、業界関係者、地域のベン
チャー企業及び士業関係団体などと連携し、
実践的な起業支援を実施していく方向で検
討する。

17
課題解決型人材
育成モデル事業

私学・法人課

　会津大学の学生を含
む、専門家、受入企業
等が一体となった専門
チームを編成し、開発し
たアプリケーションを活
用して、データ解析を中
心とした手法により地域
企業の課題解決に取り
組むとともに、企業課題
に関わることにより地域
で活躍できる人材の育
成を行う。

13,978

①アプリケーション導入企
業数（社）〔単年度計〕

②課題解決型人材育成数
（人）〔単年度計〕

① 6社

② 15人以上

① 6社

② 23人

A
（平均

126.7%）

日下
委員

Ｂ：有効で
ある。

　導入した企業数や課題解決に関
わった人材数が目標値を超えたこ
とについては評価できる。
導入した企業での課題解決につな
がったのかが数値として見えれば
更に良いと思われます。

西内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　参加した学生や社会人（失業者を
含む）の地元定着推進になったか
どうかが分からない。大きい予算な
ので、やはり、特定の大学と地域に
のみの効果で、県全体としての費
用対効果が問われる。

【見直し】
　「先端ＩＣＴ人材育成・実証・開発支援事業」
へ組換える。
　西内委員の評価を踏まえ、産学官連携の
ベースとなる会津オープンイノベーション会
議（ＡＯＩ会議）において、これまでに培った人
脈、ソリューション等を活用し、先端ＩＣＴ人材
を育成するとともに、技術を活用した「新たな
しごと」創出のための取組みを浜通り地域も
含めた県内各地で実施する方向で検討す
る。

18

NPO強化を通じた
若者定着・地域
活性化事業

文化振興課

　若者の流出抑制・還流
促進やＮＰＯ法人の自
立的な活動の支援のた
め、高校生や大学生が
県内ＮＰＯ法人において
インターンシップを行う
取組、ＮＰＯ相談窓口の
設置や会計講座等の開
催等を行う。

34,926
インターンシップ活動参加
者のうち県内定着率（％）
〔単年度計〕

20%
12.8%

※全体47人
（うち、進学・
就職者8人）中
6人

C
（64%）

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　KPI評価はインターンシップ参加
者のうちの県内定着率であるが、
重要なのはこの事業への全体参加
者の拡大ではないか。
　学生へのアプローチに加えて、関
連大学教員へのアプローチが欠か
せない。
　教員を通じて学生への周知を図
る方策はとられていたのか。

西内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　NPOそのものの理解が高校生、学
生には弱く、存在と内容を知るとこ
ろで成果があったと考える。COC+
でも実施しているが、県内に本社
機能を持つ大企業は少なく、中小
企業事業団や商工会議所と連携し
た地元企業への就職を促進するイ
ンターンシップが期待される。

【継続】
　現予算内で県内定着率を高めるため、事
業の効率化を図っていく。
　学校訪問による広報を行っており、就職説
明会等の機会に当事業の周知を行っている
が、次年度は教員への周知も検討していく。

19

医療機器安全管
理責任者人材育
成事業

薬務課

　病院等の医療機器安
全管理責任者に対し、
医療機器実機演習セミ
ナーを開催し医療安全
の質向上を図る。さら
に、セミナー参加者に対
し改良改善ニーズ調査
を実施し、得られた情報
を橋渡しすることで県内
企業による医療機器開
発・生産を促進させる。

417

①セミナー実施回数（回）
〔単年度計〕

②セミナー受講者数（名）
〔単年度計〕

① 3回

② 45名

① 3回

② 47名

Ａ
（平均

102.2%）

金内委
員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　国内先進的な取り組みであり、医
療機器従事者の安全管理の質的
向上に大きく寄与していると思われ
る。

須貝
委員

Ｂ：有効で
ある。

　医療安全の質向上、県内企業に
よる医療機器開発・生産の促進達
成のロードマップに基づいた評価
が必要。セミナー開催は手段であ
り目的ではないはず。

【継続】
　セミナー開催時に実施する理解度アンケー
トに加えて、開催から数ヶ月経過した後、受
講者を対象としてセミナー内容の活用状況
や要望に関するアンケート調査を実施し、次
年度のプログラムに反映させることにより、
更なる医療安全の質向上を目指すこととした
い。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

②県外若年層の県内環流の促進　（県内企業の情報発信、県外学生の就職活動支援、理系大学生の県内就職の促進、ブランド力のある企業の創出　等）

20
ふくしま就職応
援事業

雇用労政課

　県内及び東京に拠点
を設け、学生等に対して
県内企業の魅力を発信
するとともに、学生等へ
の就職相談から就職後
の職場定着までをワン
ストップで支援すること
により、若年者の本県へ
の還流及び県内定着に
つなげ、県内産業の人
材確保・定着を図る。

288,823

ふるさと福島就職情報セン
ターを活用して県内就職し
た大学生の数（人）〔単年
度計〕

289人 217人 B
（75.1%）

髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　昨年、全国で60～65歳の労働者
が約300万人定年退職となった一
方で、新卒者が約200万人という現
状から、新卒者の採用は大変厳し
い状況であることがわかる。そのよ
うな中でも本事業で県内就職者を
一定数達成したことは評価に値す
る。
　今後は、学生に選ばれる企業とし
ての魅力を高めるために、実効性
のある働き方改革の推進が不可欠
であり、使えない制度ではなく、使
いやすい風土改革が企業に求めら
れると感じている。

西内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　今年度は、特に、全国的な人手
不足により、県外からの積極的な
求人活動が早期から大学において
行われた。「新卒採用」にこだわら
ず、県内外での若手社会人や、県
内の非正規雇用労働者への正規
雇用への情報提供を継続する。震
災から7年がたち、流出した18歳人
口も25歳となり、30歳に向けて、ラ
イフステージとして、就業・結婚・子
育て・親の介護が安心してできる安
全な故郷ふくしまのイメージを発信
していく必要がある。

【継続】
　働き方改革の推進と合わせ、企業のアピー
ルポイントの一つとして魅力ある職場環境を
積極的に学生に伝え、また、先輩職員の生
の声などを通して、若年者が就業だけでな
く、結婚・子育て・介護など自分自身の将来
の姿を具体的にイメージできるよう、情報セ
ンターを軸に若年者の本県への還流及び県
内定着に向け、引き続き効果的かつ積極的
な就職支援が必要なため、Ｈ３１年度も同内
容での実施を検討する。

21
チャレンジふく
しま中小企業上
場支援事業

商工総務課

　本県出身首都圏大学
生などのＵターン就職の
受け皿となる魅力ある
県内企業を増やすべく、
県内金融機関等と連携
して県内の上場企業を
増加させる。

3,964
株式上場を目指し準備を開
始した企業数（社）〔単年
度計〕

4社

※県内に本店を
置く上場企業
数：増加を目指
す

2社

※県内に本店を
置く上場企業
数：12社（累
計）

C
（50%）

加藤
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　上場を目指す企業が、「自社が上
場を目指し準備を開始した」ことは
インサイダー等の問題もあり、公表
する企業は少ないと思われる。認
識強化のためのセミナーは継続実
施するべきと考える。

金内
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　一般に上場までは一定の年数を
要することから、,単年度の支援が
上場実現にどの程度寄与している
か不透明。

【見直し】
　地域経済を牽引する企業を参集したセミ
ナーの開催により株式上場意欲の喚起を図
りながら、対象企業の掘り起こしを行うことと
する。また、株式上場は長期的な取組となる
ことから、東証など関係機関と連携し、個別
相談を実施するなど、企業の状況や進捗等
の段階に応じたサポートに取り組んでいくこ
ととする。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅲ 農林水産業しごとづくりプロジェクト  

①法人・企業等による安定雇用の創出　（法人の育成・企業等の誘致、生産法人等への初期投資への支援　等）

22

「絆」で拓く！
ふくしま未来農
業創出事業

農業振興課

　営農組織等と民間企
業等が連携して「コン
ソーシアム」を形成し、
周年生産など安定雇用
が可能な新たなビジネ
スモデルを構築すること
により、中山間地域等の
活性化を図る。

92,262
ビジネスモデル構築による
新規雇用人数（人）〔累
計〕

32人 6人 C
（18.8%）

須貝
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　安定雇用が可能な新たなビジネ
スモデル構築にはどの程度近づい
たのか？出口のイメージを関係者
が共有して目標達成のためのロー
ドマップを明確にして進めることが
肝要

関委員
Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　何を目的としたコンソーシアムか
が分からないので評価しにくい感じ
がします。「地域に有機農業を普及
させる」と言った明確な目的を定
め、その利害関係者等を選定し、
しっかりと働くコンソーシアムでない
と単なるハード整備になってしまう
のではないでしょうか。

【終了】
　H28に採択した2事業実施主体では、中山
間地域における｢花き（夏秋期）＋地元産の
森林資源を活用した薪ボイラー導入による
菌床しいたけ（冬期）栽培｣、｢水位センサー
活用による水稲の水管理の省力化、エゴマ
の機械化体系＋遊休施設を活用したエゴマ
６次化商品の開発｣の2つの周年農業経営モ
デルの確立により、地域資源の有効活用や
地元産特産品の開発、冬期栽培（加工）の導
入による6名の新規雇用(周年)の創出が図ら
れ、一定程度の成果を得られた。H30はH29
に採択した4業実施主体を含めて、21名の新
規雇用を見込んでいる。
　引き続き、普及組織を中心に関係機関・団
体と連携し、事業実施主体の雇用拡大に向
けた営農支援に取り組むとともに、成果を取
りまとめ、現地検討会や成果発表会、ホーム
ページ掲載等によりビジネスモデルの周知と
波及に取り組むこととする。

23

元気な農村創生
企業連携モデル
事業

農村振興課

　農村における人口減
少や高齢化の影響を軽
減するため、地域資源
を活かし、首都圏企業
等との交流連携を深
め、農村地域における
雇用と所得が確保でき
る仕組みを構築する調
査・支援、モデル事業等
を実施する。

16,956
農家民宿等での企業社員宿
泊延べ人数（名）〔単年度
計〕

90名 144名 A
（120%）

金内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　企業と農村が連携したユニークな
取り組みであり、今後の施策の横
展開により、更なる事業効果の拡
大が期待される。
　企業への効果的な広報活動が受
入拡大の鍵だと思う。

関委員
Ｂ：有効で
ある。

　モデル事業を実施した後は、他
地区へ横展開できるよう受け入れ
モデルを確立することが求められ
ています。また、モデル事業を実施
した地区で、その後どうなったかに
ついてしっかりと検証する必要があ
ります。

【終了】
　事業の役割を一定程度果たしたため平成
３０年度に終了する方向で検討する。
　30年度はPR資料を作成し、企業とのマッチ
ングイベント等に参加し本取組を行っている
地域をPRしている。また、モデル地区間の連
携を図るとともに、受入側のスキルアップを
目的としたワークショップを開催する。さら
に、これまでの取組を県内に展開するため、
モデル地区における取組状況等を踏まえ、
新たに希望する地域を募集し、必要な支援
を行う。

②新規就農者に対する支援の強化　（就業女性への支援、研修・体験機会の確保　等）

24

きらめく・ふく
しま農業女子育
成・確保支援事
業

農業担い手
課

　若手女性農業者の
ネットワーク活動を中心
とした連携強化や情報
発信を進めるとともに、
地域の活性化に資する
組織的な取組を支援す
ることにより、女性農業
者の定着促進を図る。

5,060
女性新規就農者数（人）
〔単年度計〕

64人 54人 B
（73%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　女性就農者の増加は農業担い手
の増加を図る上で大変重要であ
る。しかし、個人として農業を一か
ら始めることは難しく、家業手伝い
や農業経営者との結婚を通じて農
業に従事するケースが多いと思わ
れる。就農者を増やすためには、
その他として農業法人への就職な
どの方法が効果的であると思われ
る。農業法人のネットワークを構築
し女性従業員の雇用増加を図るこ
とが有効であると思われる。民間
農業法人との連携し、女子学生の
インターンなどを企画してはどう
か。

髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　新規就農者の継続状況や抱えて
いる悩み、課題等の調査・支援が
必要。
また、女性が農業に持つイメージ
や就農に対する意識調査の結果に
対して、アプローチする方向性が異
なってくると考える。

【終了】
　女性農業者は新規就農者の１／４を占め
るなど増加傾向にあり、平成28年に立ち上
げた「ふくしま農業女子ネットワーク」の活動
は活発化している。
　今後、青年農業者の育成施策とともに、事
業を発展的に見直し、個々のニーズを踏ま
え、スキルアップと仲間づくり、異業種との交
流などにより、活性化を図りたい。
　また、雇用就農の対策については、県内の
農業法人が増加傾向の中、雇用労力のニー
ズが高まっていることを踏まえ、農業の魅力
をアピールしながら就農志向者と農業法人と
のマッチングを図っていくこととする。

25

ふくしまの未来
を創る新・農業
人育成・確保支
援事業

農業担い手
課

　新規参入者の呼び込
みと定着促進による地
域農業の活性化を図る
ため、受入体制の整備・
強化とモデル的な取組
を支援するとともに、法
人等での実践研修や教
育機関との連携を図る。
さらに、中山間地域にお
ける新規参入者の定着
を図るため、農業法人
の育成や新規事業拡大
を支援する。

48,219
新規就農者数（人）〔単年
度計〕

225人 211人 B
（86.1%）

金内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　就農人口の確保には自営就農者
のみならず、雇用就農者の確保も
重要である。そのため、県内外から
の企業参入促進のための各種施
策の充実強化を図ることも必要で
はないか。

関委員
Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　本事業の成果を新規就農者数で
評価するのは因果関係に無理があ
るのではないでしょうか。
　私自身、農業組織、法人組織を
つくり農業に取り組んでいますが本
事業との接点は皆無でした。既存
団体だけでなくプレイヤーを増やす
ための努力が必要なのではないで
しょうか。

【見直し】
　雇用就農の対策については、県内の農業
法人が増加傾向の中、雇用労力のニーズが
高まっていることを踏まえ、農業の魅力をア
ピールしながら就農志向者と農業法人との
マッチングを図ることとする。
　また、地域の実情に応じた担い手の確保
育成を図る取組に対する支援や農業法人等
の人材育成等のスキルを向上する取組を強
化していくこととする。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

③稼ぐ視点での地域産業６次化の推進　（地域産業６次化の推進・体制整備　等）

26
観光物産館情報
発信強化事業

県産品振興
戦略課

　県産品の販路回復・拡
大や観光誘客を図るた
め、、観光物産館を本県
の観光と物産の総合情
報発信の拠点として再
整備する。

55,558

①福島県観光物産館売上高
（千円）〔単年度計〕

②福島県観光物産館購買者
数（人）〔単年度計〕

① 466,248
千円

② 160,600
人

① 425,039
千円

② 158,859
人

B
（平均95%）

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　現場を見ていないので評価が難
しい。
　たんなる県外来場者向けの施設
でなく、地元の人が生き生きと活用
できる施設であるべきだろう。
　京都錦市場、金沢近江町市場な
どの賑わいをみても、地元の人が、
日常的に使う市場のほうが魅力的
な場合が多い。
　観光物産館のいかにそのような
要素を取り入れるかが課題ではな
いか。
　地域の暮らしぶりに触れることの
できる場の創出が必要。

日下
委員

Ｂ：有効で
ある。

特になし

【終了】
　観光物産館をリニューアルした効果が現れ
ており、現時点で対前年比１５０％の売上を
確保している。これは県外観光客のみなら
ず、平日・休日問わず地元住民が日常的に
当該施設を利用していることによるものであ
る。
　今後も、品揃えの更なる充実、お客様の利
便性向上に取り組み、地元住民に親しみや
すい魅力ある施設づくりを目指していくことと
する。

④消費者を見据えた販売促進　（産品の見える化　等）

27

ふくしま「医食
同源の郷」づく
り事業

園芸課
農業振興課

　薬効成分、健康機能
性を持つ工芸農作物の
生産拡大、利用拡大を
進めるとともに、地域や
農業者等のこれら取組
を支援する。

26,175

工芸農作物の作付面積
①おたねにんじん面積（ｈ
a）〔累計〕

②エゴマ面積（hａ）〔累
計〕

① 8.45ｈa

② 22.5hａ

① 調査中
※生産者の高齢
化・廃作によ
り、栽培面積減
少が見込まれ

る。

② 58.9ha

A
（②のみ

245.4%）

関委員
Ｂ：有効で
ある。

　実施計画に記載されている「医療
機関等への販売拡大について実績
の記述がないのが残念です。最終
的には、実需者に評価され、購入
されなければならないので、販路
拡大の取り組みを進めて欲しいで
す。

西内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　エゴマについては、知名度も高
く、収益性向上や販路拡大が推進
されたことを高く評価できる。「おた
ねにんじん」については、相変わら
ず知名度が低い。また、販路拡大
については、機能性食品を扱って
いる地元企業との連携を図っては
どうだろうか。

【見直し】
 　関委員及び西内委員の評価を踏まえ、平
成31年度からの後継事業により、保健機能
を有するおたねにんじん・エゴマ等の地域特
産物の需要・販路拡大の取組を強化するこ
ととする。
　おたねにんじんは、新たに食用需要に対応
した生産技術確立に取り組むとともに、市町
村及び地元飲食店と連携したフェアの取組
強化、知名度向上に向け動画の作成等に取
り組むこととする。
　エゴマは、県産エゴマ油の品質向上技術
の確立により、更なる販路拡大を図ることと
したい。

　関委員から意見があった、販売拡大の実
績について、計画に記載されている指標であ
る「販促モデルマッチングで連携する企業団
体数」は、平成29年度は目標４社に対し実績
４社であった。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅳ 定住・二地域居住推進プロジェクト  

①地域が求める人材の移住促進　（地域が求める人材の移住促進、戦略的な情報発信と環境整備　等）

28
定住・二地域居
住推進事業

地域振興課

　移住希望者の受入環
境を整備するため、「仕
事」と「住居」を確保する
など、定住・二地域居住
のモデル事業を推進し、
県内に水平展開するこ
とで、人口増加や人材
の定着による地域の活
性化を図る。

34,685
定住・二地域居住推進に係
る事業による移住者（組）
〔単年度計〕

25組 2組 C
（8%）

岡﨑
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　地域創生戦略のなかでも中核的
な移住・定住事業において、２組4
人の移住者という結果は少々残念
であった。
　移住者を受け入れるためには、
前回の現地有識者会議（三島町）
でもわかる通り、市町村組織だけ
でなく、移住者希望者と地域の間を
結び付ける人財（三島町の場合は
IORI倶楽部の代表など）の存在が
不可欠である。
　今後は市町村の果たす役割を明
確化するとともに、そうした人財発
掘、人財育成に力を注ぐ必要があ
る。

関委員
Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　今後の展開に記載の通り、他事
業と統合し効果を高めることを期待
してます。

【見直し】
　H29年度は移住者の受入を行う団体等の
活動を支援する補助事業及び移住者の雇用
創出を支援する補助事業を創設し、H30年度
は当該事業を「福島に来て。交流・移住推進
事業」に統合の上、移住希望者向けの情報
発信と受入体制づくりを強化するためのパッ
ケージ事業として実施しているところ。
　H31年度においても、市町村との連携を強
化しながら、移住者の受入支援を行う団体
等の取組への支援や人材育成を図っていく
こととしたい。

29

福島に来て。交
流・移住推進事
業

地域振興課

　東日本大震災の影響
等により本県への移住
希望者が減少している
中、移住施策に先進的
に取り組んできた本県
の強みを生かし、移住
者による情報発信事業
や移住受入体制づくり
事業等を展開する。

97,739
戦略的情報発信をきっかけ
に移住を決めた世帯数（世
帯）〔単年度計〕

100世帯 194世帯 A
（194%）

日下
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　事業をきっかけに移住を決めた
世帯が増えたことは非常に喜ばし
い。移住には、そのサポートをして
くれる支援者が欠かせないので、
支援者の支援強化も今後に期待し
たいです。

関委員
Ａ：非常に
有効であ
る。

　移住された世帯について、移住
後も追跡調査し、その結果も情報
発信していくことにより、より移住に
ついてのイメージが掴み易くなると
考えられます。また、定着できな
かった事例について原因を究明
し、事業でフォローできる部分は対
応した方が良いと考えます。

【見直し】
　H29年度に実施した移住者の実態調査の
結果を踏まえ、移住者が移住前に必要とす
る情報の発信や受入支援策などの強化を図
るとともに、移住者の受入を行う団体等の活
動を支援する補助事業を拡充し、引き続き、
市町村等との連携を図りながら、移住希望
者への情報発信と移住者の受入体制づくり
に取り組んでいく。

②住まいの確保など定住・二地域居住を支える環境の充実確保　（移住者の居住環境の確保　等）

30
移住促進仮設住
宅提供事業

建築住宅課

　定住・二地域居住を推
進するための“お試し住
宅”を仮設住宅を活用し
て設置する市町村に対
し、県が仮設住宅を再
利用するための「建設資
材」の解体・運搬と、設
置する住宅の「モデルプ
ラン」を提供することによ
り、事業の一部を支援す
る。

55,629
市町村が整備する“お試し
住宅”等へ「建築資材」提
供（戸）〔単年度計〕

25戸 29戸

※三島町：12
戸、昭和村：3
戸、川内村：
14戸

A
（116%）

岡﨑
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　目標値を達成しこの事業としては
有効であった。
　今後の災害対応も考えると、豊富
にある県内木材資源を活用して、
ブロック化したパーツで組み上げら
れる仮設住宅の開発、ストック等も
視野に入れておいてはどうか。

関委員
Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　移築数が成果ではなく実際の利
用者数が重要ではないでしょうか。
対市町村だけではなく、民間団体
へも事業を拡大する方が良いと思
います。

【継続】
　地域によっては、移住・定住者の受入れ施
設の確保に苦慮しているところもあり、本県
ならではの取り組みとして、H31年度も同内
容で実施する方向で検討する。なお、民間企
業に対しては、財産形成の課題と有効な[再
利用設計」の提供が難しく、既存制度で、解
体運搬費を負担していただく「無償譲渡制度
（合計196戸の実績）」により、引き続き再利
用を促進することとしたい。

③若者等と集落の交流促進　（若者等と集落の交流促進　等）

31

大学生等による
地域創生推進事
業

地域振興課

　過疎・中山間地域の担
い手不足を解消し、地域
コミュニティの維持・確保
のため、県内外の大学
生の力を活用して集落
活性化を図るとともに、
大学生等が地域づくりを
学びながら、地域との交
流を継続することで将来
的な定住・二地域居住
につなげる。

2,721

大学生等の集落交流人数
（人）〔単年度計〕

※人数の数え方を変更。
　 これまでは、委託事業１
年目を含めていたが、継続
的な訪問が交流に当たると
して、委託事業2年目以降
の人数をカウントすること
にした。

100人 102人

※委託事業79
人、補助事業
23人

A
（102%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　活性化策をより具現化するため
は、大学生・地域住民プラス、ビジ
ネスやマーケティングのプロが必
要ではないか

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　新しい連携大学等へのアプロー
チもあり評価できる。
　若者層の農山漁村への関心が高
まっているなか、より充実が望まれ
る事業である。
　以前この事業を受け入れた地域
でも新しい展開が始まっている。
　只見町布沢地区では、企業と連
携し新しい交流事業や計画づくり、
喜多方市小土山地区でも棚田米販
売、えごま関連商品の開発、販売
に着手している。
　こうした展開もこの事業の評価に
つながる。
　他事業となるであろうが、これら
の新しい展開への支援も必要と
なってくる。

【継続】
　引き続き、集落の課題解決のため、参加大
学、市町村との連携強化、情報共有を図り、
事業が円滑に進められるように支援すること
とする。
　事業実施にあたっては、集落で活動する地
域おこし協力隊との交流やサポート事業等
の活用可能な他の事業への展開を見据えな
がら、集落と大学生等との交流の継続的な
取組を支援していくこととする。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅴ 観光コンテンツ創出プロジェクト 

①地域資源の発掘・磨き上げによる観光コンテンツの創出・交流人口の拡大　（地域資源を生かした交流人口の拡大、インバウンドの促進、地域風土を生かしたまちづくり、震災ツーリズムの開発　等）

32

地域資源を活用
した利雪・克雪
事業

地域振興課

　過疎・中山間地域の課
題である冬期間の収入
確保を図るため、地域
自らがスキー場などの
冬の地域資源を活用
し、国内外からの誘客に
より、新たな人の流れを
つくり、収入確保、地域
への人材定着を図る。

15,187
外国人延べ宿泊者数（人）
〔単年度計〕

95,000人 98,770人 A
（104%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　地域にとっての日常が訪問者に
は最も魅力的であることが多い。雪
深い地域ならではの建築物、食文
化や伝統文化、風習などにより、五
感で感じるここだけの魅力を発信
することが必要。

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　スキーやスノーボード等のアウト
ドア―スポーツ系統だけでは、北
海道ニセコ町や長野県志賀高原、
白馬等と比較して、競争力にかけ
る。
　福島特有の歴史的資産、文化的
資源等を活用する方向を模索する
べきであろう。

【終了】
　平成30年度が本事業の最終年度であり、
プライベートゲレンデの実施や地域の歴史・
文化、エコツーリズムなどを活用した誘客に
踏み出せたことから、交付金での事業終了
後は、各地域で関係機関等と連携しながら
継続的に取り組んでいくこととする。

33

ふくしまヘルス
ツーリズム推進
事業

観光交流課

　本県の温泉やトレッキ
ングコースなどの豊かな
地域資源を活かし、観
光と健康ビジネスをマッ
チングさせたヘルスツー
リズムを推進すること
で、本県のイメージアッ
プを図るとともに、交流
人口拡大や国内外から
の新たな需要の獲得を
目指す。

22,628

【ふくしまヘルスツーリズ
ム実証モデル事業】
①モデル地域での健康体験
メニュー開発数（プログラ
ム）〔単年度計〕

②滞在型観光ビジネスモデ
ル宿泊プランを導入した施
設数（施設）〔単年度計〕

③滞在型観光ビジネスモデ
ル宿泊プランの宿泊者数
（前年比 ％）〔単年度
計〕

④ヘルスツーリズムの推進
を目指す市町村数（市町
村）〔単年度計〕

① 10プログ
ラム

② 5施設

③ 前年比
10％増

④ 3市町村

① 10プログ
ラム

② 2施設

③ 前年比
6.5％増

④ 2市村

C
（平均67.9%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　「ヘルスツーリズム」として、アク
ティブなメニューばかりが強調され
ているが、首都圏のニーズは「癒
し」がキーワードである。伊豆半島
には、「癒し」をテーマに温泉と自然
を融合した「断食施設」が多数あ
り、関東圏及び全国から集客してい
る。健康な高齢者をターゲットにし
た「ツーリズム」だけでなく、首都圏
や全国の働き盛りの年齢層が来た
くなる「癒し」と「健康」のプログラム
の開発も期待される。

西内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　ヘルスツーリズムの認知度が低
い。
　健康と観光はシニア世代の関心
大あり今後の展開に期待できる
が、プラン（商品）造成にあたって
は、魅力あるプログラムとともに、
他地域との差別化を図ることが必
要。

【終了】
・ふくしまヘルスツーリズム実証モデル事業
　Ｈ３０年度で県としての事業期間が終了す
るため、これまでの取り組みで蓄積したノウ
ハウや情報等を活用し、現在進めているプロ
グラムの磨き上げと「癒やし」や「健康」に興
味を持つ方々のニーズにあった魅力的な商
品造成や販売などを、参画市町村それぞれ
が展開していくことを支援していくこととする。

34

ふくしま海洋科
学館展示施設改
修事業

生涯学習課

　アクアマリンふくしまの
メイン展示である「ふくし
まの海」の大規模改修を
行って集客力を高め、入
館者数の増に結びつけ
る。

97,200

①アクアマリンふくしまの
年間入館者数（人）〔単年
度計〕

②いわき・ら・ら・ミュウ
（近隣施設）の年間入館者
数（人）〔単年度計〕

① 660,000
人

②
1,820,000
人

① 532,256
人

②
1,607,700
人

B
（平均84.5%）

日下
委員

Ｂ：有効で
ある。

特になし
髙橋
委員

Ｂ：有効で
ある。

　来場者数の増加のためには継続
的取り組みが不可欠。いまだ福島
に不安を感じる他県民は多く存在
しているため、観光施設としての魅
力を高め、交流人口増加に期待。

【終了】
　事業目的を達成したため終了する。
　今後は、第10回世界水族館会議実行委員
会に参加している各水族館との連携イベント
の開催や各施設間の情報発信により、太平
洋沿岸を東京から福島まで結ぶ観光ルート
を構築し、インバウンドを含む交流人口の拡
大を促進する方向で検討する。
　また、いわき市において民間大型商業施設
設置に合わせたアクアマリンふくしま、いわ
きら・ら・ミュウの海側へのペデストリアンデッ
キの整備を進めていることから、市や商業施
設運営者との連携によるイベントの実施など
により、施設間の回遊性を確保し、一体的に
交流人口の獲得などいわき市内のまちなか
活性化とともにシナジー効果を高めていくこ
ととしたい。

35

海外出版社と連
携した地域資源
発掘・発信事業

復興・総合計
画課

　日光を訪れる多くの外
国人旅行者を観光資源
が豊富な会津地域へ呼
び込み観光需要の創
出・地域振興を図るた
め、海外出版社と連携
し、外国人の目線から日
光-会津地域の資源を
発掘する。

14,998
外国人延べ宿泊者数（人）
〔単年度計〕

95,000人 98,770人 A
（104%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　オリンピック開催まで期間が限ら
れていることから、速やかな対応が
求められる。

金内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　ロンリープラネット等ＦＩＴに訴求力
のある情報発信媒体にＰＲしたの
が良かった。
　今後は、こうした情報発信を単年
度で終わらせず、継続的に発信し
ていくことが重要と思われる。

【終了】
　「ロンリープラネット　日光＆会津」を発行し
たため、事業は終了とする。
　これまで、関連観光地、首都圏の外国人向
け観光案内所、　宿泊施設、空港、鉄道で配
布。また、県参加の海外イベントでの配布を
行ってきた。
　今後も、ガイドブックの効率的な配布に努
めることとする。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

36

歴史情緒あふれ
る地域づくり支
援事業

地域振興課

　外国人を含む観光客
を惹きつける歴史的な
ポテンシャルの高い都
市の更なる磨き上げを
行うことで、本県の誘客
をリードする「歴史情緒
あふれる地域」モデルづ
くりを市町村と協働で取
り組み、交流人口の拡
大を図る。

16,490
会津若松市観光客入込数
（万人）〔単年度計〕

310万人以上 297万人 B
（95.8%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　モデル地域の重点的な整備によ
り、街並み景観や商店街において
は、徐々に効果が表れてきている
が、まちの魅力、賑わいづくりへの
効果は顕著ではない。継続的な取
り組みが必要。
　事業効果を関係者だけでなく、住
民にも知ってもらうことが必要。

関委員
Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　地域住民参加型でハード整備と
ソフトを適切に組み合わせた事業
展開により、より良い効果が得られ
ることを期待しています。

【継続】
・歴史的スポットや事業実施箇所を中心にま
ちなか巡りのためのソフト事業を併せて実施
するなど、まちなかに人を呼び込む魅力と、
賑わいづくりの創出へ向けた取組を関係団
体等と連携しながら継続していく。
・板塀については、過去に板塀化した場所の
うち、塗装が落ちてしまった箇所を市民と協
働で塗装し直すワークショップを実施するな
ど、引き続き、地域住民参加型のまちづくり
の礎となるよう、事業を実施していく。

37
ARを活用した観
光交流促進事業

情報政策課

　深刻な津波被害を受
けた浜通りに対し、風評
払拭と震災の風化防止
を図るため、震災ツーリ
ズム向けＡＲコンテンツ
の作成、関係各課が実
施するﾓﾆﾀｰﾂｱｰ等での
ｱﾌﾟﾘ活用支援など、ＡＲ
を活用した国内外への
情報発信等を行う。

9,600

震災ツーリズムアプリを用
いたモニターツアーや視察
旅行の参加者数（名）〔単
年度計〕

150名 368名 A
（245.3%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　関係各課との組織横断的な連携
強化により、今の福島を楽しめる要
素を加えた商品造成が必要。観光
交流事業としての強化が求められ
る

日下
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　タブレットの貸出し等でアプリの
利用が容易になったのでは。
　ツアーに参加される方のみでな
く、地域で暮らす方々への利用も進
められるとより良いものになるので
はないか。

【見直し】
　H31年度は、新規コンテンツの制作は行わ
ず、アプリの運用と作成済みコンテンツの公
開を行い、国内外への情報発信を継続する
こととする。

②メディア芸術等を活用した観光コンテンツの創出・交流人口の拡大　（メディア芸術等の活用、クリエーター人材の還流促進　等）

38

ふくしまから発
信するコンテン
ツ推進事業

地域政策課

　観光誘客や地域活性
化に有効な手段である
アニメ等のコンテンツを
活用し、本県の新たな
魅力を創出するととも
に、コンテンツをきっか
けとした交流人口の拡
大を図る。

68,982
新規事業による交流人口数
（人）〔累計〕

50万人 29.5万人 C
（59%）

石山
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　ウルトラマンスタンプラリーに６８
百万円の委託費を支払う理由が不
明。版権使用料も含んでいると思
われるが、そこまでの県費を当事
業に充てることが必要か疑問であ
る。観光関連の事業であれば
RESAS分析などを行いニーズを把
握した上で戦略的に事業を構築す
る必要がある。先にウルトラマンと
いうコンテンツありきで事業を構築
しても意味がない。
　また、コンテンツ制作力の向上を
図るということであれば県内企業に
発注し、技術力等を向上させるしか
けが必要である。中学生や高校生
などに３Dデザイン技術を習得させ
るコンテストなどを実施するなど工
夫が必要。

加藤
委員

Ｃ：効果は
限定的で
あった。

　イベントの開催地が限定的であ
り、県内全域での認識浸透度が低
いと思われる。認識強化策の再検
討も必要と思われる。

【見直し】
　福島県須賀川市出身の円谷英二監督が生
んだ「ウルトラマン」及びその源流となる「特
撮」を本県の宝として見直す機運を醸成しつ
つ、これを有効に活用しながら福島県全域の
活力創出を図れるものとなるよう検討した
い。

39

クリエイティブ
伝統工芸創出事
業

県産品振興
戦略課

　伝統工芸をはじめとし
た地場産業の新たなブ
ランド価値を創出するた
め、クリエイターと県内
事業者とのマッチングに
より、新たな商品開発を
行うとともに、販路の開
拓・拡大や、将来的な担
い手の確保を図る。

59,704
クリエイターと事業者の
マッチング件数（件）〔単
年度計〕

7件 14件 A
（200%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　新たな販路が拡大されたことは
評価できる。
　地域の個性、色彩、伝統などが
反映されていないと感じる。話題性
ではなく継続性を重要視してほし
い。

岡﨑
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　活気が伝わってくる事業だと感じ
られる。
　具体的な開発商品を見ていない
ので、評価が難しい点がある。
　開発された商品が、福島の伝統
的産品として、今後、50年、100年
と福島の各地域に定着していくこと
が必要である。
　数年で消えてしまい、またデザイ
ナーに頼むとなれば、地元の事業
者は育たず、メリットも少ない。

【継続】
　各産品の個性を尊重しつつ、市場のトレン
ドやニーズに対応した商品を、クリエイターと
のマッチングにより開発していくとともに、産
地や関係団体等と連携しながら、情報発信、
販路開拓・拡大、後継者育成を図ることとす
る。

③戦略的な情報発信と受入態勢の整備　（ＤＭＯの設置促進、戦略的情報発信に係る環境整備　等）

40

ふくしまＤＭＯ
推進プロジェク
ト事業

観光交流課

　地域主体での観光振
興の取組みを地域に定
着させるため、地域内で
専門性の高いマーケ
ティングや総合的なマネ
ジメントを担うことのでき
る「日本版ＤＭＯ」の組
織形成・確立を推進す
る。
　また、ホープツーリズ
ムのモデルコースの造
成や販売体制の整備を
支援する。

50,447

①旅行消費額（円／人）
〔単年度計〕

②延べ宿泊者数（人）〔単
年度計〕

③来訪者満足度（％）〔単
年度計〕

④リピーター率（％）〔単
年度計〕

① 51,000
円/人

②
11,360,000

人

③ 90.0％

④ 50.0％

① 31,055
円/人

②
10,637,590

人

③ 86.7％

④ 67.7％

B
（平均96.6%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　多様な関係者との共同が求めら
れるため、地域での推進は、ハー
ド。引き続き県の支援が必要。

金内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　ＤＭＯの商品造成支援は勿論重
要であるが、安定的に事業を運営
するための自主財源確保等経営面
からの指導・アドバイス等も強化す
ると良いのではないか。

【継続】
　ホープツーリズムのモニターツアーが自走
化する動きが見られ始めていることから、安
定した事業運営となるよう、更なる商品の多
様化・充実化を図るなど地域連携ＤＭＯを支
援するとともに各地域DMOの経営安定と形
成を推進するため、国等と連携して、専門家
の活用、進捗状況の把握や意見交換を行う
など、経営面への指導等も含めた支援を実
施していくこととする。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

41

「道の駅」地域
拠点機能強化事
業
※H28年度繰越事
業

道路整備課

　風評被害による観光
客の減少や、農産物の
売上げ不振からの脱却
の一助となるよう、県内
外からの観光客の増加
を促すため、県内全域
に配置されている道の
駅の情報発信機能の強
化によりインバウンド観
光の促進を図る。

6,847
観光入込客数（千人）〔単
年度計〕

62,400千人 54,494千人 B
（87.3%）

岡﨑
委員

Ｂ：有効で
ある。

　入込客数の推移だけでは事業の
評価は難しい。
　地元の産品がきちんと揃えられて
いるか、生産者の情報が提供され
ているのか等が、基本的な評価に
つながる。

日下
委員

Ｂ：有効で
ある。

　2020年のオリンピックに向けて、
日本各地での外国人受け入れの
対策も必要と思われます。
　今後、情報発信の効果がみられ
ることに期待しています。

【終了】
　道の駅情報発信サイトの英語表記（ソフト
事業）が完了し、インバウンド観光推進の役
割を果たしたこと、太陽光パネル設置（道の
駅番屋）により停電時における非常用電源を
確保するなど防災機能強化が図られたこと
から、終了する方向で検討する。
評価手法については、観光入込客数に加
え、整備したサイト閲覧数の推移や、地域振
興施設側の売上げ高も含めて総合的に検証
する手法を検討する。
　なお、インバウンド対応に向けた道の駅トイ
レ洋式化等の整備については、道路休憩施
設改修として、道路事業にて実施している。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅵ 切れ目のない結婚・出産・子育て支援プロジェクト 

①子育てー官民あげた子育て環境の充実強化ー　（乳幼児も安心して外出できる環境の整備　等）

42
赤ちゃんおでか
け応援事業

子育て支援
課

　乳幼児連れの家族
が、外出しやすい環境
づくりを進めるため、お
むつ替えスペース等の
整備に対して補助を行
う。

3,252
補助整備件数（件）〔累
計〕

130件 107件 B
（82.3%）

石山
委員

Ｂ：有効で
ある。

　子育てを社会全体で支えるという
意義が高い事業である。しかし、一
般の事業者にどのように周知させ
ているのか不明であり、まだまだ当
事業を知らない企業が多数である
と思われる。　特定の業界などに利
用者が偏らないよう当事業の周知
のあり方なども含めて検討が必要
である。基礎自治体、商工会、商工
会議所などを通じて情報発信をこ
まめに行うなど。

西内
委員

Ｂ：有効で
ある。

　県内に暮らしていて、かなり充実
してきたという実感がある。ある店
舗には、体重や身長を測れる器具
も設置されていた。また、食育や健
康管理の掲示物もあった。子ども
のう歯率と肥満度が高い本県にお
いて、「ほっとステーション」の拡大
充実と共に、その質も高めたい。高
齢者も利用できるような、まさに
「ほっとステーション」として、子育
て支援になれば幸いである。

【継続】
・本事業については、引き続き取り組みを進
め、乳幼児連れの家族が安心して外出でき
る環境を整備していくこととする。
　事業者への周知については、事業開始時
より市町村・商工会・商工会議所を通して
行っており、今年度は新たに生活衛生営業
支援センターに協力を依頼することで、さら
に周知先の幅を広げることができた。今後も
より多くの業種の事業者へ周知できるよう取
り組んでいくこととする。

②男女がともに子育てに関わることができるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図ることができる環境づくりを推進　（仕事と育児の両立を目指した職場環境の整備　等）

43

女性活躍促進事
業（商工労働
部）

雇用労政課

　結婚や出産を機に離
職した女性に対して、就
職相談、職場実習等の
再就職のための支援を
実施するとともに、女性
活躍とワークライフバラ
ンスを促進するため、企
業の経営者等に対する
セミナーや企業訪問、認
証制度や助成金制度に
より女性が活躍でき男
女が共に働きやすい職
場づくりを促進する。
（１）ワーク・ライフ・バラ
ンス女性活躍経営塾
（２）働き方改革推進事
業
（３）女性活躍、ワーク・
ライフ・バランス普及啓
発事業
（４）次世代育成支援企
業認証事業
（５）女性就職応援事業

51,099

①次世代育成支援企業認証
数（社）〔累計〕

②男性の育児休業取得率
（％）〔単年度計〕

③事業所内保育施設設置支
援（件）〔単年度計〕

④イクボス宣言企業数
（社）〔累計〕

① 540社

② 3.7％

③ 2件

④ 51社

① 501社
※認証企業数の
減少理由：3種
類あった認証制
度のうち「子育
て応援」中小企
業認証をH28
年度末をもって
廃止し2種類と
したため。

② 3.2％

③ 25件

④ 176社

A
（平均

238.9%）

髙橋
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　女性活躍を含めた働き方改革へ
の理解は浸透してきていると感じる
が、経営者が感じている課題と、現
場社員の課題に乖離が見受けられ
る。現在のアドバイザー派遣は社
会保険労務士であるため、法的な
視点からの就業規則や施策の提案
は行っているが、企業課題に則し
た具体的な現場での取り組みにつ
いての提案や、取組みへの伴走な
どが不足していると感じる。
　仕事の属人化を解消するための
方策や、時間当たり生産性を高め
る評価体制の見直し等、より具体
的な支援が中小企業には不可欠で
ある。

西内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　「企業内働き方改革アドバイザー
養成講座」の開催は、たいへん有
効であった。事業所内保育室施設
の定員充足率、子育てによる離職
率等、働く女性の生のデータ収集
が期待される。制度や施設が整っ
たら、働き方改革や女性の就業に
その成果が現れることを期待する。

【継続】
　働き方改革関連法案が来年度から順次施
行されることもあり企業の意識が高まってい
るため、来年度も引き続き「企業内働き方改
革アドバイザー養成講座」を実施する方向で
検討する。
　また今年度から開始した企業内保育所の
設置に係る補助金および働き方改革に取り
組む企業への奨励金についてはメニューの
追加等、支援を拡充する方向で検討してい
く。
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指標名 H29年度目標値 H29年度実績値 評価 委員名 事業効果 意見 委員名 事業効果 意見

（千円）

事業内容 事業費
（実績ベース)

個別事業毎の評価と今後の方向性

No.
KPI

担当課事業名
有識者の意見

委員の意見を踏まえた今後の方向性

KPIの評価 

Ａ:非常に効果的であった（達成率≧100%） 

Ｂ:相当程度効果があった（70%≧達成率＞100%） 

Ｃ:効果があった（0%≧達成率＞70%未満） 

Ｄ:効果がなかった （本事業開始前より悪化など） 

事業効果（委員による評価） 

Ａ：非常に有効である。 

Ｂ：有効である。 

Ｃ：効果は限定的であった。 

Ｄ：効果がなかった。 

資料 ４ 

Ⅶ 「リノベーションのまちづくり」プロジェクト

①商店街の新たな価値の創造　（商店街の魅力向上、新たな担い手の育成　等）

44

リノベーション
まちづくりプロ
ジェクト

商業まちづく
り課

　商店街への覆面調査
等により、外部の目線で
発見した課題等を専門
家のアドバイスにより改
善し、まちの魅力の核と
するモデルを示すほか、
リノベーションまちづくり
に関するセミナーや講
習会等を開催し、各市
町村におけるリノベー
ションまちづくりを促進
する。

29,447

①事業実施商店街でまちの
活気・景況感が向上したと
感じる商店の割合（％）
〔累計〕

②リノベーションまちづく
りに取り組む市町村数
（％）〔累計〕

① 50.0％

② 30.0％

① 79.1％

② 50.0％

A
（平均

162.4%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　リノベーションにより商店街の環
境は向上していると感じるが、残念
なことに事業の認知度が低い。
　事業効果を関係者だけでなく、住
民にも知ってもらうことも必要。積
極的な情報発信が求められる。

日下
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　リノベーションまちづくりの認知が
上がり、商店街の景気向上がカン
ジられるのは評価。

【見直し】
　赤松委員の意見については、平成３０年度
事業において、本事業３年間の集大成とし
て、事業の成果をまとめた事例集作成のほ
か、ＰＲ動画の作成、成果発表会の開催を通
して、積極的に情報発信する予定。
　平成３１年度は、空き家、空き店舗の活用
を重点的に進めるための事業を検討する。

45
まちなか活性化
担い手育成事業

商業まちづく
り課

　東日本大震災及び原
子力災害の影響ととも
に、経営者の高齢化や
後継者不足等により賑
わいが失われているま
ちなかの活性化を担う
人材、商店街の若手後
継者等を育成する。

19,127

①担い手育成研修修了者の
うち起業等を行うように
なった人数の割合（%）
〔累計〕

②若手経営者等の育成受講
者数（人）〔累計〕

① 60.0%

② 50人

① 58.3%

② 75人

A
（平均

123.6%）

赤松
委員

Ｂ：有効で
ある。

　まちなか活性化には人材育成が
最重点。
　本事業により構築されたネット
ワークにより、まちなかに賑わいが
創出されることに期待。

関委員
Ａ：非常に
有効であ
る。

　ポイントに記載ありますように、
リーダー（プランナーも）の育成は
重要だと思います。起業家同士の
ネットワーク化、地域内のネット
ワーク化を支援しつつ、その中で、
リーダーを育成することは大切だと
考えます。

【見直し】
　平成３０年度は、県内のリーダー候補生を
対象としたリーダー養成講座を実施中。ま
た、若手起業者を講師として招き商業者等と
の合同交流会を開催する予定。こうした事業
を通じ、自発的なネットワーク形成とリーダー
養成を強化していくこととする。
　平成３１年度は、本事業の人材育成プログ
ラムを生かし、より専門性の高い事業を検討
する。

②ICTを生かしたまちづくりの推進　（健康データを活用した健康づくり支援　等）

46
健康長寿ふくし
ま推進事業

健康増進課

　本県で生活することで
健康になれる「健康なま
ち（県）づくり」を推進す
るため、健康づくりに取
組む県民へのインセン
ティブの付与やデータ分
析等に基づく効果的な
保健事業実施のための
体制整備を行うととも
に、地域と職域が連携し
た健康な職場づくりに向
けた支援と先駆的な健
康づくり事業への補助を
行う。

187,252

①ふくしま健民パスポート
発行件数（枚）〔累計〕

②アプリダウンロード数
（件）〔累計〕

① 延べ
18,000枚

② 2,400件

① 延べ
10,293枚
※紙カード：
延べ3,132枚
※アプリ：

延べ7,161枚

　
② 19,518
件

Ａ
（平均

435.2%）

日下
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　県民パスポートの発行や、アプリ
のダウンロード数が伸びたことはと
ても評価できる。
　健康維持は継続が不可欠なの
で、継続して利用されているかどう
かの検証も必要と思われる

西内
委員

Ａ：非常に
有効であ
る。

　暮らしていて、かなり県が広報を
行っていることを実感している。高
齢者の健康長寿意識は高まってい
る。予算配分があまりにも違うが、
健康な次世代育成のためには、子
育て支援への予算配分をしない
と、もぐらたたきのような行政対策
になる。健康寿命を伸ばすために
は、生活習慣の改善を子育て期か
ら行う必要性がある。

【見直し】
　日下委員の意見を踏まえ、市町村と連携し
ながら「ふくしま健民パスポート事業」参加者
の継続状況を把握する。あわせて、取組継
続に効果的な独自の支援策について、市町
村間の横展開を推進することとする。
　西内委員の意見を踏まえ、幼少期から適
切な生活習慣を形成することの重要性に鑑
み、「食・運動・社会参加」の三本柱を基軸と
した健康イベントの対象を拡充することとし、
イベントでの健康づくり体験を通じて親世代・
子世代それぞれの健康意識を高め、健康づ
くりの習慣化を図る契機としたい。
　健康がテーマの県民運動との連携や、民
間企業とのコラボレーション企画等、あらゆ
る機会を活用しながら事業の更なる周知を
図ることとし、参加者を増やすことで県民の
健康づくりの気運を高めながら、全国に誇れ
る健康長寿県の実現に向けて官民一体と
なった取組を加速させたい。
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